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１．はじめに 

１－１．群馬県東部地域の広域化の取組みについて 

１－１－１．水道事業の広域化 

水道法において水道事業は、原則として市町村が経営するものとされているが、市町村の行政区

域を超えた適切な地域設定による広域水道は、水資源の広域的利用や重複投資を避けた施設の

合理的利用により、水道事業運営の財政面や技術面の強化につながる。 

今後、人口減少に伴い給水収益（水道料金による収入）が減少する中で、高度経済成長期に建

設された浄水場等の更新は大きな投資を必要とし、水道経営に多大な影響を及ぼすものと想定され

ており、このような課題に対処し水道事業の運営基盤を強化する方策として、厚生労働省では水道

事業の広域化を推進しているところである。 

 

１－１－２．水道事業広域化の効果 

水道事業の広域化は、水道事業の財政面、人材を含む技術面や管理体制等の組織面、それぞ

れの基盤強化に有効と考えられる。 

水道事業広域化の投資的効果としては、地域全体での施設共有による浄水場等の統廃合を行う

ことにより、建設投資費用の削減と国庫補助の活用が挙げられる。また、日常業務を共同化し、効率

的あるいは合理的に施設や人員を配置することにより費用削減を図りながら、サービス水準を一定レ

ベルに引き上げる効果やリスクマネジメントの強化等も期待できる。 

 

１－１－３．広域化事業統合に向けての取組み 

「水道広域化検討の手引き」（平成 20 年、日本水道協会）において示されている広域化形態の中

で、技術基盤や経営基盤に関する効果が最も大きい形態として事業統合が挙げられている。事業統

合には、複数の水道事業同士の事業統合である水平統合と、水道用水供給事業と受水団体である

水道事業の事業統合である垂直統合がある（図 １-１参照）。 

群馬県東部に位置する太田市、館林市、みどり市、板倉町、明和町、千代田町、大泉町及び邑楽

町の 3市 5町（以下「構成団体」とする）は、上水道事業の広域化を推進するため、平成 28年 4月に

群馬東部水道企業団を設立し、水平統合を実施した。 

群馬東部水道企業団では、水平統合時の基本構想で掲げた長期的な将来像である「持続可能

な水道による安定した水の供給」をより確固たるものとするために、群馬県企業局新田山田水道用水

供給事業及び東部地域水道用水供給事業との統合に向けた検討を進めている。 
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図 １-１ 事業統合のイメージ 

 

１－２．基本構想について 

この「基本構想」は、群馬東部水道企業団末端給水事業と群馬県企業局新田山田水道用水供給

事業及び東部地域水道用水供給事業との垂直統合における基本方針を定めたものであり、水源の

有効活用、水運用の効率化と高度化、コスト縮減等の視点から検討を行い、施設整備計画及び財

政計画について概略的にとりまとめたものである。 

群馬東部水道企業団と群馬県企業局新田山田水道及び東部地域水道の統合時期は、2020 年 4

月を目標とし、2024 年度までを計画策定期間とする。 

 

表 １-１ 統合時期と各基本構想の計画策定期間 
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２．水運用計画 

２－１．水需要動向について 

 

 

 

２－１－１．水需要予測の方法 

 将来水量は、基本計画（計画期間：2019（平成 3１）年度～2024 年度）の目標年度である 2024

年度まで推計する。また、参考として 2058 年度まで推計する。 

 将来人口はコーホート要因法で、将来水量は時系列傾向分析等により算定する。なお、太田市、

明和町については、工業団地や産業用地の造成計画があるため、開発水量として別途加算す

る。 

 

２－１－２．予測結果 

 将来人口は減少傾向で推移する。群馬県東部地域の総人口でみた場合、計画目標年度であ

る 2024 年度までに 11,622 人（2.6％）が減少し、2058 年度までに現状の 5 町総人口以上の

120,517 人（26.7％）が減少する見込みとなった。 

 将来水量は減少傾向で推移する。群馬県東部地域における一日平均給水量でみた場合、計

画目標年度である 2024 年度では現状より 11,634m3/日（6.6％）減少の 164,793m3/日と見込ま

れた。また、2058 年度では現状より 52,169m3/日（29.6％）減少の 124,258m3/日と見込まれた。 

 

表 ２-１ 行政区域内人口の見通し 

 行政区域内人口（人） 

2017 2024 2058 

太田市 221,637 220,797 185,348 

館林市 75,141 70,749 45,321 

みどり市 50,082 47,565 31,293 

板倉町 14,509 13,436 7,789 

明和町 10,982 10,598 7,866 

千代田町 11,115 10,701 7,994 

大泉町 41,770 41,044 29,483 

邑楽町 26,144 24,868 15,769 

東部地域 451,380 439,758 330,863 

 

 行政区域内人口は、2024 年度までに 2.6％減少、2058 年度までに 26.7％減少する。 

 一日平均給水量は、2024 年度までに 6.6％減少、2058 年度までに 29.6％減少する。 
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表 ２-２ 一日平均給水量と一日最大給水量の見通し 

 一日平均給水量（m3/日） 一日最大給水量（m3/日） 

2017 2024 2058 2017 2024 2058 

太田市 85,481 82,207 69,097 91,510 91,554 76,954 

館林市 30,052 25,974 16,639 33,430 30,252 19,379 

みどり市 17,905 16,264 10,699 22,815 20,723 13,633 

板倉町 6,830 6,258 3,627 8,489 9,961 5,774 

明和町 5,058 5,642 4,393 5,923 7,275 5,664 

千代田町 5,682 5,094 3,805 6,388 6,465 4,829 

大泉町 15,383 14,114 10,138 17,460 17,381 12,486 

邑楽町 10,036 9,240 5,860 11,149 12,911 8,188 

東部地域 176,427 164,793 124,258 197,164 196,522 146,907 

 

 

図 ２-１ 群馬県東部地域における人口の見通し 

 

 

図 ２-２ 群馬県東部地域における給水量の見通し 
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図 ２-３ 各構成団体の人口と給水量の見通し 
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２－２．水源・水質について 

２－２－１．水源の保有状況 

既設水源の取水可能量及び受水量の和と、過去 3 年間の一日最大給水量の実績を比較すると、

水源に余力がある状態となっている。 

危機管理の観点からは水源の量的な確保は重要であるが、中長期的に給水量は減少する見込

みであること、水源の維持管理や水質悪化に伴う浄水処理に係るコストの上昇が水道事業運営に影

響を及ぼすこと、一部の地区は「関東平野北部地盤沈下防止等対策要綱」による保全地域（館林市、

板倉町、明和町、千代田町、邑楽町）あるいは観測地域（太田市、大泉町）に指定されていることか

ら、地下水水源の統廃合に取り組む必要がある。 

なお、現在、暫定水利権となっている県企業局の保有する水利権については、満量取水が可能と

なるよう関係機関との協議を進める。 

 
※水源水量は「群馬東部水道企業団水道事業経営創設認可申請書」（平成 27 年度）による。 

図 ２-４ 水源水量と一日最大配水量の比較 

 

２－２－２．地下水水源の水質 

保有する地下水水源の水質は概ね良好であるが、一部の水源では以下の課題がある。 

 鉄、マンガン濃度が高い （太田市、館林市、板倉町、明和町、千代田町、大泉町、邑楽町） 

 色度、濁度が高い  （太田市、館林市、板倉町、明和町、千代田町、大泉町、邑楽町） 

 ヒ素が検出されたことがある （館林市、明和町、邑楽町） 

 浄水水質向上のため、改良が望まれる浄水場がある 

（館林市、板倉町、明和町、千代田町、大泉町、邑楽町） 
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表 ２-３ 地下水水源の原水水質状況 

項目 市町名 箇所数 水源名 
鉄 太田市 2 太田第 4水源（3号井、6号井） 

館林市 3 （停）館林 24号井、（停）館林 25号井、（停）館林 26号井 
千代田町 2 千代田 3号井、千代田 5号井 

大泉町 注 3）5 
太田第 5水源（（停）4号井、（停）6号井、7号井、8号井）、 
大泉第二浄水場原水（大泉 5号井、6号井、8号井、9号井の混合水） 

邑楽町 6 
（停）邑楽 1号井、邑楽 4号井、邑楽 5号井、邑楽 6号井、邑楽 7号井、 
邑楽 8号井 

マン 
ガン 

太田市 10 
太田第 4水源（1号井、3号井、4号井、5号井、6号井、7号井、8号井、
9号井、10号井、11号井） 

館林市 4 
（停）館林 23 号井、（停）館林 24 号井、（停）館林 25 号井、（停）館林 26 号
井 

板倉町 5 板倉 4号井、板倉 5号井、板倉 7号井、板倉 8号井、板倉 9号井 
明和町 3 明和 5号井、明和 6号井、（停）明和 7号井 
千代田町 3 千代田 3号井、千代田 4号井、千代田 5号井 

大泉町 注 3）8 
太田第 5水源（2号井、3号井、（停）4号井、（停）5号井、（停）6号井、7
号井、8号井）、 
大泉第二浄水場原水（大泉 5号井、6号井、8号井、9号井の混合水） 

邑楽町 6 
（停）邑楽 1号井、邑楽 4号井、邑楽 5号井、邑楽 6号井、邑楽 7号井、 
邑楽 8号井 

色度 太田市 2 太田第 4水源（3号井、6号井） 
館林市 3 （停）館林 24号井、（停）館林 25号井、（停）館林 26号井 
板倉町 3 板倉 7号井、板倉 8号井、板倉 9号井 
明和町 2 明和 6号井、（停）明和 7号井 
千代田町 3 千代田 3号井、千代田 4号井、千代田 5号井 

大泉町 注 3）5 
太田第 5水源（（停）4号井、（停）5号井、7号井、8号井）、 
大泉第二浄水場原水（大泉 5号井、6号井、8号井、9号井の混合水） 

邑楽町 6 
（停）邑楽 1号井、邑楽 4号井、邑楽 5号井、邑楽 6号井、邑楽 7号井、 
邑楽 8号井 

濁度 太田市 1 太田第 2水源（7号井） 
館林市 3 （停）館林 24号井、（停）館林 25号井、（停）館林 26号井 

大泉町 注 3）3 
太田第 5水源（（停）4号井、7号井）、 
大泉第二浄水場原水（大泉 5号井、6号井、8号井、9号井の混合水） 

邑楽町 2 邑楽 5号井、邑楽 6号井 
ヒ素 館林市 1 （停）館林 24号井 

明和町 2 明和 5号井、（停）明和 7号井 
邑楽町 5 （停）邑楽 1号井、邑楽 5号井、邑楽 6号井、邑楽 7号井、邑楽 8号井 

注 1）原水水質が水質基準値の 50％を超過したことがある水源を抽出。 

注 2）（停）は使用を停止している水源を示す。 
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注 3）大泉第二浄水場原水は混合水であり、水源の特定が困難なため 1 箇所とした。  
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２－２－３．水源が抱えるリスク 

垂直統合の実施により利根川（表流水）と渡良瀬川（表流水）を新たな水源として保有することとなる。

既存水源と合わせて各水源が抱えるリスクを以下のとおり判断した。 

●利根川（表流水） ：水質汚染事故（2012（平成 24）年度に発生した事故と同等の被害を想定） 

●渡良瀬川（表流水） ：渇水 

●地下水 ：水質悪化（鉄、マンガン濃度の上昇、ヒ素の検出） 

 

２－３．水運用計画 

水需要予測及び水源水量の過不足並びに保有する地下水水源の一部に水質的な課題を抱えて

いることを考慮し、垂直統合に伴う水運用計画を以下のとおり定めた。 

 

【設定】 

 平常時：水源に何ら問題が発生していない状況 

 非常時：利根川での水質事故、渡良瀬川での取水制限 40％が同時に発生している状況 

 

表 ２-４ 群馬東部水道企業団における災害等発生事例（平成以降） 

項目 内容 

取水制限 
(1)渡良瀬川 
取水制限の実績 

制限率 10％（H9、H13、H14、H24、H27、H29） 
制限率 20％（H2、H16、H17、H23、H25、H28） 
制限率 30％（H6） 
制限率 40％（H8） 

水質 

(1)H24年 5月 
利根川水質汚染によ
る東部地域水道から
の供給停止 

太田市への送水停止 11時間 43分 

館林市への送水停止 10時間 43分 

明和町への送水停止 8時間 43分 

千代田町への送水停止 9時間 46分 

邑楽町への送水停止 4時間 02分 

邑楽町への送水量抑制 1時間 25分 
 

【水運用計画立案方針】 

 地盤沈下抑制を目的として表流水水源を優先して使用する。 

 余力を活用して施設数の削減を図り、効率的な施設運用を実施する体制とする。 

 水質が思わしくない地下水水源については、水質監視を強化するとともに、他の地区からの

補給、あるいは表流水系への転換を図る。 

 みどり地区の北部は地形的な制約があり、現時点では統廃合は行わない。 

 東部地域水道浄水場において利根川での水質事故対策に取り組む。 
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図 ２-５ 水運用計画図（平常時） 

  

一日最大給水量（実績値）・計画一日最大給水量（2024年度予測値） 単位：m3/日

県営水道受水量 単位：m3/日

：行政区域境界

：自己水源のみの浄水場

：受水のみの浄水場・受水場

：自己水源と受水の浄水場・受水場

：現県営水道の送水管

：送水経路

：配水経路

：新規計画経路

：不具合発生経路

Q（公） ：公称施設能力

（　） ：融通前の送配水量の過不足

注） 配水

（矢印は施設から対象の区域内に配水していることを意味しており、矢印の方向に意味はない）

水量は配水量ベースの値である。

大泉第二
浄水場

東部地域水道

明和大輪
浄水場

板倉
南浄水場

太田

尾島分水場

太田

西部配水場

千代田
第一配水場

明和南大島
浄水場 板倉岩田

浄水場 板倉
東浄水場太田

利根浄水場 千代田
第四浄水場太田

牛沢受水場
千代田

第三浄水場

太田金山

配水池

板倉
北浄水場館林第三

配水場

大泉第一
浄水場

千代田
第五浄水場 板倉

西配水場

太田藪塚低区

配水池

太田

西長岡配水池

太田

強戸配水池

邑楽中野
浄水場 館林第二

浄水場

太田新田
受水場

邑楽第三
浄水場太田金山山頂

配水池

83,050

凡例

みどり

鹿田山配水場

みどり

琴平山配水池

太田藪塚受水場
（藪塚高区配水池）

太田渡良瀬
浄水場

邑楽地区 7,300 7,300

みどり瀬戸ヶ原

配水池

みどり
桐原配水場

新田山田水道
合計 42,300 40,750

大泉地区 4,700 4,700

4,000 4,000

明和地区 2,200 2,200

みどり塩原
浄水場

みどり塩原

配水場

みどり地区 8,000 8,000

板倉地区

千代田地区 2,000 2,000

認可計画値

新田山田水道 東部地域水道 計

みどり長尾根

配水池

太田地区 34,300 5,150 39,450

館林地区 15,400 15,400

対既認可値 1.000 0.968 0.956 0.976 0.967 0.991 0.99

みどり高区第1

配水池

再計 199,000 － － － － －

みどり浅原

配水池

みどり小平

配水池

11,190 10,919 11,149 12,911

合計 198,577 192,654 190,165 194,188 192,502

邑楽町 12,867 10,953 10,827

197,164 196,522

6,508 6,168 6,388 6,465

大泉町 18,213 17,900 17,510 17,250 16,860 17,460 17,381

みどり高区第2

配水池

明和町 6,375 6,329 6,099 6,429

20,723

みどり神梅

配水池

板倉町 10,046 8,953 8,616 8,218 7,521 8,489 9,961

みどり塩沢

配水池

5,683 5,923 7,275

千代田町 6,869 6,336 6,418

32,740 33,430 30,252

みどり市 20,097 20,143 19,791 20,085 22,035 22,815

館林市 34,050 33,450 32,980 34,080

2017（H29）
年度実績

2024年度
予測

太田市 90,060 88,590 87,924 90,428 90,576 91,510 91,554

既認可
2013（H25）
年度実績

2014（H26）
年度実績

2015（H27）
年度実績

2016（H28）
年度実績

7,081㎥/日補給

太田強戸・太田西長岡へ11,968㎥/日補給

太田尾島分水場配水区域へ

補給

4,986㎥/日

館林地区

板倉地区

明和地区

邑楽地区

千代田地区

大泉地区

太田地区

みどり地区

Q=42,300m3/日

Q（公）=68,850m3/日

Q（公）=45,800m3/日

Q（公）=19,400m3/日

Q（公）=19,600m3/日

Q（公）=7,276m3/日

Q（公）=11,282m3/日

（地下水：5,250m3/日

受水：6,032m3/日）

Q=（公）15,400m3/日

Q（公）=1,872m3/日

Q（公）=3,024m3/日

Q（公）=2,621m3/日

Q（公）=3,000m3/日

Q（公）=  890m3/日

Q（公）=24,600m3/日

Q（公）=5,000m3/日

地下水：2,800m3/日

受水 ：2,200m3/日

Q（公）=2,900m3/日 Q（公）=1,200m3/日

Q（公）=3,100m3/日

Q（公）=23,900m3/日

※配水場化

板倉北へ補給：853㎥/日

4,000

→7,134㎥/日
（＋3,734）

（＋1,043）

（-738）

2,200

→2,938㎥/日

（-1,327）

（＋4,692）

（＋5,056）

送水：4,203㎥/日

7,300 → 8,293㎥/日

（703㎥/日不足）

邑楽中野浄水場へ補給

3,615㎥/日 （＋1,071）

（＋539）

地下水水源より補給

2,062㎥/日

300㎥/日

補給

（-2,103）

4,700

→7,870㎥/日

（1,044㎥/日不足）

（＋8,004）

（＋626）

大泉第一浄水場へ補給：8,167㎥/日
※配水場化

5,150

→1,680㎥/日

34,300→42,300㎥/日

8,000→0㎥/日

【みどり地区】
(1)みどり地区全体での余力 9,957m3/日。

余力の内訳 ①みどり塩原浄水場の余力、1,957㎥/日

②みどり地区の新田山田受水量、8,000㎥/日

(2)余力全量を太田藪塚受水場、太田新田受水場に補給。

(3)水理計算の結果、既設受水場で有効水頭が確保できない見込みのため、増圧施設を建設。

【太田強戸配水池・太田西長岡配水池】
(1)太田渡良瀬浄水場からの補給を全量みどり地区の余力、新田山田水道からの補給に切り替える。

(2)比較検討の結果、余力の補給経路は「太田藪塚低区配水池配水区域」からの送水とする。

【新田山田水道・みどり塩原系統余力】
(1)新田山田水道・みどり塩原系統の余力

42,300－｛11,968＋2,100＋6,695＋11,427-1,957｝＝12,067㎥/日

①11,968：太田強戸・西長岡への補給量

② 1,957：太田強戸・西長岡への補給量のうち、みどり塩原浄水場の余力分

③ 2,100：太田藪塚受水場からの配水量

④ 6,695：太田藪塚低区からの配水量

⑤11,427：太田新田受水場からの配水量

(2)新田山田水道・みどり塩原系統の余力の配分計画

①太田尾島分水場分 4,986㎥/日

②余力残：12,067－4,986＝7,081㎥/日

余力残は太田新田受水場配水区域を太田西部配水場配水の一部区域へ拡大し補給する。

（廃止）

（廃止）

2,000→4,103㎥/日

【邑楽中野浄水場】
(1)既設地下水水源は水質が芳しくないため、水源、浄

水機能は廃止。

(2)太田渡良瀬系統及び東部地域水道からの受水に切

り替えて配水場化。

(3)東部地域水道からの送水管は、1日1回水が入れ替

わる程度の300㎥/日を補給する。

(4)原資は館林第三配水場の減量分を充当。

※配水場化

地下水水源縮小

23,860→10,332㎥/日

15,400→7,832㎥/日

地下水水源

3,010㎥/日

（廃止）

【板倉北浄水場】
(1)需要量853㎥/日を全量館林第二浄水場配水区域より補給し、配水場化。

（-853）

【板倉東浄水場】
(1)1,747㎥/日の余力が発生。

(2)余力は地下水水源の縮小で調整。

(3)融通施設が整備されるまでは現状維持。

（＋1,747）

（廃止）

【太田渡良瀬浄水場】
(1)需要水量47,252㎥/日のうち、太田強戸・西長岡11,968㎥/日はみどり地区の余力で補給。

(2)太田渡良瀬浄水場送水系統から、邑楽中野浄水場分3,615㎥/日（3,915－300＝3,615）を新たに補給。

(3)太田金山配水場配水系統から、大泉第一浄水場分8,167㎥/日（8,467－300＝8,167）を新たに補給。

(4)2024年度における太田渡良瀬浄水場系統の需要は次のとおり変更。

35,283＋8,167＋3,615＝47,065㎥/日

(5)余力は既設地下水水源の縮小で調整。

（＋18,819）

（-8,862）

Q=40,750㎥/日

（－3,915）

（＋4,931）

P

9,850→10,150㎥/日

28,900

↓

26,497㎥/日

1,957㎥/日補給（みどり塩原系余力）

※配水場化

※配水場化

（廃止）

43,450㎥/日補給

（35,283＋8,167）

47,065㎥/日補給

2,100㎥/日

補給
18,663㎥/日

補給

18,663㎥/日

補給

新田受水場配水区域を西部配水区域に拡大

1,680㎥/日補給

20,763㎥/日

補給

23,494㎥/日

補給

※配水場化

1,327㎥/日

補給

板倉南へ補給

1,524㎥/日

（管路整備済み）

（廃止）

12,012㎥/日補給

（19,093－7,081）

【邑楽第三浄水場】
(1)既設地下水水源は水質が芳しくないため、水源、

浄水機能は廃止。

(2)東部地域水道からの受水に切り替えて配水場化。

(3)原資は東部地域水道の館林第三配水場の減量分を充

当。

(4)必要量1,696㎥/日のうち、993㎥を手当。不足分703㎥/

日は配水池（ΣV=5,660㎥）の運用で対応。

【館林第二浄水場】
(1)5,056㎥/日の余力が発生（24,600－19,544＝5,056）。

(2)余力のうち、853㎥/日は板倉北へ補給。管路整備中。

(3)残り、4,203㎥/日を館林第三配水場へ送水。（5,056－853＝4,203㎥/日）

【館林第三配水場】
(1)東部地域水道から計画値15,400㎥/日を受水した場合、4,692㎥/日の余力が発生。

(2)館林第二浄水場より、4,203㎥/日の補給を受ける。

(3)よって、余力は4,692＋4,203＝8,895㎥/日。

(4)余力8,895㎥は東部地域水道の受水量減量で調整。

(5)東部地域水道からの受水量は以下のとおり変更する。

10,708＋1,327－4,203＝7,832㎥/日

(6)余力、8,895㎥/日の再配分先は以下のとおり

①東部地域水道送水管経由

・板倉西 1,610㎥/日（全需要分）

・板倉南 1,524㎥/日（全需要分）

・明和南大島 738㎥/日（不足分）

・千代田第三・第四 2,103㎥/日（全需要分）

・千代田第五 300㎥/日（送水管路内維持として）

・邑楽第三 993㎥/日（必要量1,696㎥/日のうち）

・邑楽中野 300㎥/日（送水管路内維持として）

②館林第三配水場配水区域経由

・明和大輪地区 1,327㎥/日（全需要分）

300㎥/日

補給

300㎥/日

補給

7,300 → 8,593㎥/日補給

10,332㎥/日補給

太③のうち、

7,081㎥/日補給

【新田山田水道

藪塚・新田系】

（１）新田山田水道におけ

る送水量はみどり地区余

力を含め、全量を太田地

区へ送水する。

（２）既設受水場で有効水

頭の確保が不可能なた

め、増圧施設を建設す

る。

（３）太田藪塚低区配水区

域から太田強戸・西長岡

へ補給。

（４）太田新田受水場配水

区域から太田尾島分水

場配水区域へ全量補給。

(５）余力7,081㎥は太田新

田受水場の配水区域を

太田西部配水場配水区

域の一部へ拡張する。

【太田尾島分水場】

(1)分水場は廃止。

(2)太田新田受水場配水

区域から補給に切り替

え。

【太田西部配水場】
(1)既存の配水区域のうち、新田山田水道系統から

補給が可能な7,081㎥/日分は太田新田受水場配水

区域に変更する。よって、区域の需要は次のとお

り。

需要水量：19,093－7,081＝12,012㎥/日

【太田利根浄水場】
(1)必要補給量

12,012－1,680＝10,332㎥/日

(2)太田第4水源地を縮小して調整。

【千代田第三浄水場、千代田第四浄水場】
(1)第三浄水場を廃止。第四浄水場に機能を集約。

(2)第四浄水場は第三浄水場分も含め、東部地域水道からの全量受水に変更する。

(3)東部地域水道からの受水量を2,000㎥/日から4,103㎥/日に増量。

(4)既設送水管口径はφ250mm、流速1m/sでQ=4,239㎥/日であり、送水能力に問題はないと思われる。

(5)第三浄水場系統の第一配水場は廃止。

【大泉第一浄水場】
(1)既設地下水水源、浄水施設は廃止し、配水場化。

(2)太田金山配水池系統と東部地域水道からの補給に切り替

える。

(3)東部地域水道送水管は新設。管内水が1日1回入れ替わ

る程度の水量、300㎥/日を補給する。

【明和大輪浄水場】
(1)明和大輪浄水場及び水源は廃止。

(2)全量、館林第三配水場配水区域からの補給に切り替え。

(3)補給量の原資は館林第三配水場の余力を充当。

【板倉岩田浄水場・板倉西配水場】
(1)板倉岩田浄水場の地下水水源、浄水施設は廃止。

(2)全量、東部地域水道からの受水に切り替える。

(3)板倉西配水場の配水区域経由で板倉南浄水場配水区域へ補給。管路は整備済み。

5,610＋1,524＝7,134㎥/日

【板倉南浄水場】
(1)既設水源及び浄水施設は廃止。

(2)板倉西配水場からの補給に切り替え。

【明和南大島浄水場】
(1)水量不足が738㎥/日発生する。

(2)不足水量738㎥/日は館林第三配水場の減量分を充当。

(3)東部地域水道からの受水量は2,200＋738＝2,938㎥/日となる。

(4)既設引き込み管口径φ300mm、流速1m/sでQ=6,104㎥/日の流量であり、受水量

増は問題ないと思われる。

(5)既設井戸水源（明和6号井）より3,010㎥/日を補給。

【千代田第五浄水場】
(1)東部地域水道から、300㎥/日を送水する。

(2)既設地下水水源、2,362-300＝2,062㎥/日補給。

【大泉第二浄水場】
(1)既設地下水水源は原水水質が芳しくなく、浄水処理にも苦慮

していることから廃止。

(2)東部地域水道からの補給に切り替え、配水場化。

既計画分 4,700

太田牛沢減量分 3,470

大泉第一補給 -300

合計 7,870㎥/日

(3)不足する1,044㎥/日は配水池（ΣV=9,700㎥）の運用で対応

する。

【太田牛沢受水場】
(1)東部地域水道からの補給を運用最小限である

1,680㎥/日まで削減。

(2)発生する余力3,470㎥/日は大泉第一浄水場及び大

泉第二浄水場へ補給。

5,150－1,680＝3,470㎥/日

み⑩

2024（最大） 7m3/日

2024（平均） 6m3/日

み⑨

2024（最大） 43m3/日

2024（平均） 34m3/日

み③

2024（最大） 324m3/日

2024（平均） 254m3/日

み②

2024（最大） 293m3/日

2024（平均） 230m3/日

み⑪

2024（最大） 28m3/日

2024（平均） 22m3/日
み①

2024（最大） 362m3/日

2024（平均） 284m3/日

み⑫

2024（最大） 40m3/日

2024（平均） 32m3/日

み④

2024（最大） 2 ,763m3/日

2024（平均） 2 ,168m3/日

み⑥

2024（最大） 165m3/日

2024（平均） 129m3/日

み⑧

2024（最大） 7 ,442m3/日

2024（最小） 5 ,841m3/日

み⑦

2024（最大） 516m3/日

2024（平均） 405m3/日

み⑤

2024（最大） 8 ,739m3/日

2024（平均） 6 ,859m3/日

太⑤

2024（最大） 2 ,100m3/日

2024（平均） 1 ,886m3/日

太⑥

2024（最大） 6 ,695m3/日

2024（平均） 6 ,012m3/日

太⑦

2024（最大） 11,427m3/日

2024（平均） 10,261m3/日

太④

2024（最大） 4 ,986m3/日

2024（平均） 4,477m3/日

太③

2024（最大） 19,093m3/日

2024（平均） 17,144m3/日

太①

2024（最大） 11,968m3/日

2024（平均） 10,747m3/日

太②

2024（最大） 35,283m3/日

2024（平均） 31,681m3/日

泉②

2024（最大） 8 ,914m3/日

2024（平均） 7 ,239m3/日

泉①

2024（最大） 8 ,467m3/日

2024（平均） 6 ,875m3/日

邑②

2024（最大） 8 ,996m3/日

2024（平均） 6 ,438m3/日

邑①

2024（最大） 3 ,915m3/日

2024（平均） 2 ,802m3/日

千③

2024（最大） 2 ,362m3/日

2024（平均） 1 ,861m3/日

千①

2024（最大） 2 ,136m3/日

2024（平均） 1 ,683m3/日

千②

2024（最大） 1 ,967m3/日

2024（平均） 1 ,550m3/日

板②

2024（最大） 1 ,974m3/日

2024（平均） 1 ,240m3/日

板③

2024（最大） 1 ,524m3/日

2024（平均） 957m3/日

明②

2024（最大） 1 ,327m3/日

2024（平均） 1 ,029m3/日

明①

2024（最大） 5 ,948m3/日

2024（平均） 4 ,613m3/日

館②

2024（最大） 10,708m3/日

2024（平均） 9 ,194m3/日

館①

2024（最大） 19,544m3/日

2024（平均） 16,780m3/日

板④

2024（最大） 5 ,610m3/日

2024（平均） 3 ,525m3/日

板①

2024（最大） 853m3/日

2024（平均） 536m3/日
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図 ２-６ 水運用計画図（非常時） 

一日最大給水量（実績値）・計画一日最大給水量（2024年度予測値） 単位：m3/日

県営水道送水量 単位：m3/日

：行政区域境界

：自己水源のみの浄水場

：受水のみの浄水場・受水場

：自己水源と受水の浄水場・受水場

：現県営水道の送水管

：送水経路

：配水経路

：新規計画経路

：不具合発生経路

Q（公） ：公称施設能力

（　） ：融通前の送配水量の過不足

注） 配水

（矢印は施設から対象の区域内に配水していることを意味しており、矢印の方向に意味はない）

水量は配水量ベースの値である。

大泉第二
浄水場

東部地域水道

明和大輪
浄水場

板倉
南浄水場

太田

尾島分水場

太田

西部配水場

千代田
第一配水場

明和南大島
浄水場 板倉岩田

浄水場 板倉
東浄水場太田

利根浄水場 千代田
第四浄水場太田

牛沢受水場
千代田

第三浄水場

太田金山

配水池 板倉
北浄水場館林第三

配水場

大泉第一
浄水場

千代田
第五浄水場 板倉

西配水場

太田藪塚低区

配水池

太田

西長岡配水池

太田

強戸配水池

邑楽中野
浄水場 館林第二

浄水場

太田新田
受水場

邑楽第三
浄水場太田金山山頂

配水池

83,050

凡例

みどり

鹿田山配水場

みどり

琴平山配水池

太田藪塚受水場
（藪塚高区配水池）

太田渡良瀬
浄水場

邑楽地区 7,300 7,300

みどり瀬戸ヶ原

配水池

みどり
桐原配水場

新田山田水道
合計 42,300 40,750

大泉地区 4,700 4,700

板倉地区 4,000 4,000

明和地区 2,200 2,200

みどり塩原
浄水場

みどり塩原

配水場

みどり地区 8,000 8,000

千代田地区 2,000 2,000

計画送水量

新田山田水道 東部地域水道 計

みどり長尾根

配水池

太田地区 34,300 5,150 39,450

館林地区 15,400 15,400

対既認可値 1.000 0.968 0.956 0.976 0.967 0.991 0.99

みどり高区第1

配水池

再計 199,000 － － － － －

みどり浅原

配水池

みどり小平

配水池

11,190 10,919 11,149 12,911

合計 198,577 192,654 190,165 194,188 192,502

邑楽町 12,867 10,953 10,827

197,164 196,522

6,508 6,168 6,388 6,465

大泉町 18,213 17,900 17,510 17,250 16,860 17,460 17,381

みどり高区第2

配水池

明和町 6,375 6,329 6,099 6,429

20,723

みどり神梅

配水池

板倉町 10,046 8,953 8,616 8,218 7,521 8,489 9,961

みどり塩沢

配水池

5,683 5,923 7,275

千代田町 6,869 6,336 6,418

32,740 33,430 30,252

みどり市 20,097 20,143 19,791 20,085 22,035 22,815

館林市 34,050 33,450 32,980 34,080

2017（H29）
年度実績

2024年度
予測

太田市 90,060 88,590 87,924 90,428 90,576 91,510 91,554

既認可
2013（H25）
年度実績

2014（H26）
年度実績

2015（H27）
年度実績

2016（H28）
年度実績

7,870㎥/日

（送水継続）

（1,044㎥/日不足）

2,100㎥/日

補給

4,986㎥/日

補給 2,938㎥/日

（送水継続）

館林地区

板倉地区

明和地区

邑楽地区

千代田地区

大泉地区

太田地区

みどり地区

Q=42,300㎥/日

↓

Q=25,380㎥/日

Q（公）=68,850m3/日

Q（公）=45,800m3/日

Q（公）=19,400m3/日

Q（公）=19,600m3/日

Q（公）=7,276m3/日

Q=（公）15,400m3/日

Q（公）=1,872m3/日

Q（公）=3,024m3/日

Q（公）=2,621m3/日

Q（公）=3,000m3/日

Q（公）=  890m3/日

Q（公）=24,600m3/日

Q（公）=5,000m3/日

地下水：2,800m3/日

受水 ：2,200m3/日

Q（公）=2,900m3/日 Q（公）=1,200m3/日

Q（公）=3,100m3/日

Q（公）=23,900m3/日

※配水場化

板倉北へ補給：853㎥/日

7,134㎥/日

（送水継続）

（-5,610）

（＋1,043）

（-2,938）

（-1,327）

（-10,708）

（＋5,056）

送水：4,203㎥/日

8,593㎥/日（送水継続）

邑楽中野浄水場へ補給

3,615㎥/日（継続） （-6,229）

（＋539）

300㎥/日

（送水継続）

（-2,103）

（＋3,304）

（＋626）

大泉第一浄水場へ補給：8,167㎥/日（継続）

1,680 ㎥/日

（送水継続）

12,012

↓

19,093㎥/日

33,000→23,065㎥/日

0→2,315㎥/日補給

【みどり地区】
(1)みどり地区での過不足量

①みどり塩原浄水場 9,747㎥/日の余力

②みどり桐原配水場 12,062㎥/日の不足

③みどり地区全体で 2,315㎥/日の不足（9,747－12,062＝-2,315㎥/日）

※不足水量は新田山田水道からの補給により対応する。

(2)みどり地区では良質で豊富な地下水水源の確保は困難と判断（過去の研究・調査文献に基づく）。

①浅層地下水→ 扇状地の降水と赤城山麓火山灰地に浸透した地下水が供給源だが、硝酸態窒素・亜硝酸態窒素濃度が高い（肥料）。

②深層地下水→ 地域の地質は砂質系の扇状地（大間々扇状地）で透水性が高く、被圧地下水は非常に深い場所に存在している。

参考文献：「新田地域湧水池保全整備事業 調査・分析業務報告書」（平成18年3月 太田市）

：「群馬県大間々扇状地における地下水の水質形成機構」（地下水学会誌 第58巻第2号 165～181（2016））

【新田山田水道】
(1)新田山田水道の供給可能量（40％取水制限）

43,200×（1-0.4）＝25,380㎥/日

(2)送水量過不足

①みどり桐原配水場への補給量 2,315㎥/日

②太田藪塚受水場からの配水量 2,100㎥/日

③太田藪塚低区配水池からの配水量 6,695㎥/日

④太田新田受水場からの配水量 11,427㎥/日

⑤新田山田水道の過不足量 25,380－（2,315＋2,100＋6,695＋11,427）＝2,843㎥/日（余力）

(3)余力の配分先

①太田渡良瀬浄水場で不足が生じるため、太田強戸・西長岡へ余力2,843㎥/日を補給。

②太田尾島・太田西部配水場への補給は停止。

9,125㎥/日

補給

（廃止）

（廃止）

4,103 ㎥/日

（送水継続）

【邑楽中野浄水場】
(1)太田渡良瀬送水系統からの補給は継続。

(2)原資は太田渡良瀬浄水場において、地下水水

源を新規開発して確保。

※配水場化

【邑楽第三浄水場】
(1)東部地域水道からの送水は継続。

(2)不足分703㎥/日は配水池（ΣV＝5,660㎥）の運

用で対応する。

地下水水源

14,226→22,399㎥/日

【館林第二浄水場】
(1)5,056㎥/日の余力が発生（24,600－19,544＝5,056）。

(2)余力のうち、853㎥/日は板倉北へ補給。管路整備中。

(3)残り、4,203㎥/日を館林第三配水場へ送水（5,056－853＝4,203㎥/日）。

7,832㎥/日（送水継続）

地下水水源

3,010㎥/日

（廃止）

【板倉北浄水場】
(1)需要水量853㎥/日を全量、館林第二浄水場配水区域より補給し、配水場化。

（-853）

【板倉東浄水場】
(1)1,747㎥/日の余力が発生。

(2)余力は地下水水源の縮小で対応

(3)融通施設が整備されるまで、現状維持。

（＋1,747）

（廃止）

（＋9,747）

（-12,062）

（-3,470）

（-219）

（-3,915）

地下水水源より補給：2,062㎥/日

明和大輪への

補給

1,327㎥/日

（継続）

Q=40,750㎥/日

10,150㎥/日（送水継続）

26,497㎥/日

（送水継続）

11,968→2,843㎥/日（補給量減）

※配水場化

※配水場化

※配水場化

7,081→0㎥/日（補給停止）

20,736

→11,638㎥/日

23,494

↓

11,427㎥/日

（廃止）

43,750㎥/日補給

（35,238+8,467)

56,790㎥/日補給

※配水場化

1,524㎥/日

（補給継続）

（廃止）

【館林第三配水場】
(1)東部地域水道からの送水は継続。

(2)館林第二浄水場より、4,203㎥/日の補給を受ける。

(3)余力は平常時と同様、8,895㎥/日。

(4)余力8,895㎥/日は東部地域水道の受水量減量で調整。

(5)東部地域水道からの受水量は以下の通り変更する。

10,708＋1,327－4,203＝7,832㎥/日

(6)余力、8,895㎥/日の再配分は以下のとおり。

①東部地域水道送水管経由

・板倉西 1,610㎥/日（全需要分）

・板倉南 1,524㎥/日（全需要分）

・明和南大島 738㎥/日（不足分）

・千代田第三・第四 2,103㎥/日（全需要分）

・千代田第五 300㎥/日（送水管路内維持として）

・邑楽第三 1,293㎥/日（必要量1,696㎥/日のうち）

②館林第三配水場配水区域経由

・明和大輪地区 1,327㎥/日（全需要分）

【太田渡良瀬浄水場】
(1)みどり地区の余力が減少する。

(2)太田強戸・西長岡系統の需要水量11,968㎥/日のうち、2,843㎥/日は新田山田水道から補給。残り9,125㎥/日を太田渡良瀬浄水場から補給。

(3)大泉第一浄水場への補給8,467㎥/日、邑楽中野浄水場への補給3,915㎥は継続する。

(4)太田渡良瀬浄水場系統の需要は56,790㎥/日となる（9,125＋35,283＋8,467＋3,915＝56,790㎥/日）。

(5)需要56,790㎥/日に対して、既設水源47,252㎥/日であり、9,538㎥/日の不足となる。不足分は渡良瀬浄水場周辺で地下水水源の開発を行い確保。

【太田強戸配水池・太田西長岡配水池】
(1)みどり地区の余力が減少するため、新田山田水道から2,843㎥/日、太田渡良瀬浄水場から9,125㎥/日補給。

1,680㎥/日

補給

10,332→17,413㎥/日補給

4,986 ㎥/日

（補給停止）

太③のうち、

7,108㎥/日

太③

2024（最大） 19,093m3/日

2024（平均） 17,144m3/日

9,538㎥/日

補給

9,538㎥/日

補給

10,332

→22,399㎥/日補給

P
1,957→0㎥/日（補給停止：みどり塩原系余力）

300㎥/日

（送水継続）

8,293㎥/日（送水継続）

（703㎥/日不足）

300㎥/日

送水継続

Q（公）=11,282m3/日

（地下水：5,250m3/日

受水：6,032m3/日）

み⑩

2024（最大） 7m3/日

2024（平均） 6m3/日

み⑨

2024（最大） 43m3/日

2024（平均） 34m3/日

み③

2024（最大） 324m3/日

2024（平均） 254m3/日

み②

2024（最大） 293m3/日

2024（平均） 230m3/日

み⑪

2024（最大） 28m3/日

2024（平均） 22m3/日
み①

2024（最大） 362m3/日

2024（平均） 284m3/日

み⑫

2024（最大） 40m3/日

2024（平均） 32m3/日

み④

2024（最大） 2 ,763m3/日

2024（平均） 2 ,168m3/日

み⑥

2024（最大） 165m3/日

2024（平均） 129m3/日

み⑧

2024（最大） 7 ,442m3/日

2024（最小） 5 ,841m3/日

み⑦

2024（最大） 516m3/日

2024（平均） 405m3/日

み⑤

2024（最大） 8 ,739m3/日

2024（平均） 6 ,859m3/日

【太田尾島分水場】

(1)太田新田受水場配水

区域からの補給は停止。

(2)太田利根浄水場送水

管より補給。

【太田西部配水場】

(1)新田受水場のからの補

給に切り替えた区域へ、

補給を行う。

(2)太田利根浄水場からの

補給を増加させて対応。

【太田新田受水場】

(1)拡張した配水区域への

補給は停止。

【太田利根浄水場】
(1)太田尾島分水場、太田西部配水場のへの補給を増加。

必要補給量 19,093＋4,986－1,680＝22,399㎥/日

(2)地下水水源（太田第4水源）を増加させて対応。

【千代田第三浄水場、千代田第四浄水場】
(1)東部地域水道からの送水継続により給水可能。

【千代田第五浄水場】
(1)東部地域水道からの送水は継続。

(2)既設地下水水源より、2,062㎥/日補給。

【明和南大島浄水場】
(1)東部地域水道からの送水継続。

(2)既設地下水水源より3,010㎥/日を補給

【大泉第一浄水場】
(1)東部地域水道からの補給は継続される。

(2)太田渡良瀬浄水場での水源確保により、平常時と同様の

体制で給水可能。

【大泉第二浄水場】
(1)東部地域水道からの送水は継続。

(2)不足水量1,044㎥/日は配水池（ΣV＝9,700㎥）の運用で

対応。

【明和大輪浄水場】
(1)館林第三配水場配水区域からの送水継続により給水可能。

【板倉岩田浄水場・板倉西配水場】
(1)東部地域水道からの送水継続により給水可能。

【板倉南浄水場】
(1)東部地域水道からの送水継続により、板倉西配水場配水区域経由での補給も継続。

【東部地域水道浄水場】
(1)垂直統合により、利根川での水質汚染事故に対して対策を講じるため、送水は継続。

太⑤

2024（最大） 2 ,100m3/日

2024（平均） 1 ,886m3/日

太⑥

2024（最大） 6 ,695m3/日

2024（平均） 6 ,012m3/日

太⑦

2024（最大） 11,427m3/日

2024（平均） 10,261m3/日

太①

2024（最大） 11,968m3/日

2024（平均） 10,747m3/日

泉②

2024（最大） 8 ,914m3/日

2024（平均） 7 ,239m3/日

泉①

2024（最大） 8 ,467m3/日

2024（平均） 6 ,875m3/日

邑②

2024（最大） 8 ,996m3/日

2024（平均） 6 ,438m3/日

邑①

2024（最大） 3 ,915m3/日

2024（平均） 2 ,802m3/日

千③

2024（最大） 2 ,362m3/日

2024（平均） 1 ,861m3/日

千①

2024（最大） 2 ,136m3/日

2024（平均） 1 ,683m3/日

千②

2024（最大） 1 ,967m3/日

2024（平均） 1 ,550m3/日

明②

2024（最大） 1 ,327m3/日

2024（平均） 1 ,029m3/日

明①

2024（最大） 5 ,948m3/日

2024（平均） 4 ,613m3/日

館②

2024（最大） 10,708m3/日

2024（平均） 9 ,194m3/日

館①

2024（最大） 19,544m3/日

2024（平均） 16,780m3/日

太②

2024（最大） 35,283m3/日

2024（平均） 31,681m3/日

太④

2024（最大） 4 ,986m3/日

2024（平均） 4,477m3/日

板②

2024（最大） 1 ,974m3/日

2024（平均） 1 ,240m3/日

板③

2024（最大） 1 ,524m3/日

2024（平均） 957m3/日

板④

2024（最大） 5 ,610m3/日

2024（平均） 3 ,525m3/日

板①

2024（最大） 853m3/日

2024（平均） 536m3/日
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構成団体 現況（2017（平成 29）年度） 2024年度計画 

太田市 

  

館林市 

  

みどり市 

  

板倉町 

  

図 ２-７ 再構築による配水割合の変化（１） 

 

太田

渡良瀬

浄水場
52.8%

太田利根

浄水場
24.5%

新田山田

水道
20.3%

東部地域

水道
2.3%

太田

渡良瀬

浄水場
38.5%

太田利根

浄水場
11.3%

みどり

塩原

浄水場
2.1%

新田山田

水道
46.2%

東部地域

水道
1.8%

館林第二

浄水場
67.6%

東部地域

水道
（館林第三

配水場）

32.4%

館林第二

浄水場
78.5%

東部地域

水道
（館林第三

配水場）

21.5%

みどり

塩原

浄水場
79.1%

新田山田

水道
20.9%

みどり

塩原

浄水場
100.0%

板倉東

浄水場
21.5%

板倉北

浄水場
9.4%

板倉南

浄水場
19.3%

板倉西

配水場
7.4%

東部地域

水道
（板倉西

配水場）

42.3%

板倉東

浄水場
19.8%

東部地域

水道
（板倉西

配水場）

71.6%

館林第二

浄水場
8.6%
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構成団体 現況（2017（平成 29）年度） 2024年度計画 

明和町 

  

千代田町 

  

大泉町 

  

邑楽町 

  

図 ２-７ 再構築による配水割合の変化（２） 

  

明和

南大島

浄水場
23.5%

明和大輪

浄水場
21.6%

東部地域

水道
（明和南大島

浄水場）

54.9%

明和

南大島

浄水場
41.4%東部地域

水道
（明和南大島

浄水場）

40.4%

東部地域

水道
（館林第三

配水場）

18.2%

千代田

第三

浄水場
15.5%

千代田

第四

浄水場
16.0%

千代田

第五

浄水場
48.4%

東部地域

水道
（千代田

第三、千代

田第四浄水

場）

20.0%

千代田

第五

浄水場
31.9%

東部地域

水道
（千代田第四

浄水場）

63.5%

東部地域

水道
（千代田第五

浄水場）

4.6%

大泉第一

浄水場
51.7%

大泉第二

浄水場
35.9%

東部地域

水道
12.4%

太田

渡良瀬

浄水場
47.0%

東部地域

水道
（大泉第一

浄水場）

1.7%

東部地域

水道
（大泉第二浄

水場）

51.3%

邑楽中野

浄水場
31.9%

邑楽第三

浄水場
27.7%

東部地域

水道
（邑楽第三浄

水場）

40.4%

太田

渡良瀬

浄水場
28.0%

東部地域

水道
（邑楽中野

浄水場）

2.3%

東部地域

水道
（邑楽第三

浄水場）

69.7%
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３．垂直統合に伴う施設再構築 

３－１．施設再構築の方針 

３－１－１．施設再構築基本方針 

群馬県企業局が運営する新田山田水道及び東部地域水道との垂直統合に伴う施設再構築に関

する基本方針を定める。 

 

１）水源の有効活用 

 既存の水道施設をより広域的な視点から検討を行い、余力があり水質が良好な水源及び浄

水場の有効利用を図り、効率的な水道施設の運用体制を構築する。 

 標高の高い位置に設けられている水道施設から、標高の低い地域へ供給することにより、ポ

ンプ圧送に要する電力費などの維持管理費の低減を図る。 

２）安定供給の向上 

 原水や浄水の供給経路の複数化を進め、水道施設や配水区域間の融通体制を構築し、水

道水の安定供給の向上を図る。 

３）維持管理費、更新費用の低減 

 水道施設の余力を活用し、水道施設間までの融通を図ることで施設の統廃合を進め、地域

で二重投資となるような更新事業を削減する。 

 施設数の削減、浄水場から配水場などへ運用方法の変更により、薬品費や電力費などの維

持管理費用を削減する。 

４）災害対策の推進 

 頻発する渇水や河川における水質汚染事故が水道事業へ影響を与える事例も発生している

ことを考慮し、水道施設や配水区域間の融通施設の整備を進めることで、災害発生時の断水

の影響を抑制する。 

 水道施設や配水区域間の融通施設の整備により、地下水水源の保全を図り、地盤沈下によ

る被害の抑制を図る。 
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３－１－２．各地区における施設整備方針 

垂直統合に際し、各地区における施設整備方針を示す。なお、経年劣化による施設更新は含ま

ない。 

表 ３-１ 各地区における施設整備方針（１） 

地区 施設整備方針 

太田地区 

 太田渡良瀬浄水場から邑楽中野浄水場及び大泉第一浄水場へ送水する。 
 太田渡良瀬浄水場では非常時に備えて地下水水源の開発と既設急速ろ過池の整
備を行う。 

 太田強戸・西長岡配水区域の需要は、みどり地区及び新田山田水道で生じる余
力を太田藪塚方面から補給して賄う。 

 太田新田受水場配水区域から太田尾島分水場配水区域及び太田西部配水場配水
区域の一部へ配水を行う。これに伴い太田尾島分水場は廃止する。 

 太田利根浄水場は平常時にはみどり地区及び新田山田水道の余力による供給量
を控除して太田西部配水場配水区域の需要に対応し、非常時には余力が減少す
ることから太田尾島分水場配水区域を含めた需要に対応する。 

 東部地域水道から供給を受ける牛沢受水場は運用上必要最小限の水量に抑え
る。生じた余力は他の地域へ送水する。 

 太田第五水源地は大泉第一浄水場の配水場化に伴い廃止する。 

館林地区 

 館林第二浄水場の余力は館林第三配水場及び板倉北浄水場配水区域へ補給す
る。 

 館林第三配水場で生じる余力は東部地域水道からの受水量を減量して調整し、
減量分は他の地区へ送水、配水する。また、館林第三配水場配水区域から明和
大輪浄水場配水区域へ補給する。 

みどり地区 
 給水区域の北側は地形的な制約から施設統廃合は困難と判断し、現状維持とす
る。 

 塩原浄水場で生じる余力は既設配水管網を利用して太田地区へ供給する。 

板倉地区 

 板倉北浄水場は水源と浄水機能を廃止し、館林第二浄水場配水区域からの補給
に切り替える。 

 板倉岩田浄水場は廃止し、板倉西配水場は東部地域水道からの受水のみに変更
する。 

 板倉南浄水場は廃止し、板倉西配水場配水区域からの供給に切り替える。 
 板倉東浄水場は現状維持とする。 
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表 ３-１ 各地区における施設整備方針（２） 

地区 施設整備方針 

明和地区  明和大輪浄水場は廃止し、館林第三配水場配水区域からの供給に切り替える。 
 明和南大島浄水場は東部地域水道からの受水量を増量して需要に対応する。 

千代田地区 

 千代田第三浄水場は廃止する。それに伴い配水区域内の千代田第一配水場も廃
止する。 

 廃止する千代田第三浄水場の機能は千代田第四浄水場に集約する。 
 千代田第四浄水場の浄水機能は廃止し、東部地域水道からの受水のみに変更す
る。既設水源は東部地域水道の非常用として導水管を布設する。 

 千代田第五浄水場は水源の二重化を図るために東部地域水道から送水管を整備
する。 

大泉地区 

 大泉第一浄水場は既設水源及び浄水機能を廃止して配水場化し、太田渡良瀬浄
水場系統及び東部地域水道からの補給に切り替えるため、送水管を整備する。 

 大泉第二浄水場は既設水源及び浄水機能を廃止して配水場化し、東部地域水道
からの受水のみに切り替える。 

邑楽地区 

 邑楽中野浄水場は既設水源及び浄水機能を廃止して配水場化し、太田渡良瀬浄
水場系統及び東部地域水道からの補給に切り替えるため、送水管を整備する。 

 邑楽第三浄水場は既設水源及び浄水機能を廃止して配水場化し、東部地域水道
からの受水のみに切り替える。 

新田山田水道  発生する余力は太田地区の各配水区域へ補給する。 

東部地域水道  非常時に対応するため、浄水池の増強を図る。浄水池の必要容量は計画一日最
大送水量の 12時間分を確保する。 

 

 

３－１－３．施設整備概要 

垂直統合に伴う施設の再構築に係る整備概要は以下のとおりである。 

 

表 ３-２ 垂直統合に伴う施設再構築に係る整備概要（１） 

項目 地区 事業概要 整備概要 

(1) 
東部地域水道 

（浄水場） 
・浄水池の増設 ・浄水池の増設工事 

(2) 
東部地域水道 
（大泉地区） 

・東部地域水道から大泉第一浄水
場への送水施設整備 

・送水管布設工事 
・流量計設備設置工事 
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表 ３-２ 垂直統合に伴う施設再構築に係る整備概要（２） 

項目 地区 事業概要 整備概要 

(3) 
東部地域水道 
（邑楽地区） 

・東部地域水道から邑楽中野浄水
場への送水施設整備 

・送水管布設工事 
・流量計設備設置工事 

(4) 新田山田水道 
・増圧施設の建設、増圧施設の自
家発電機設備設置 

・増圧施設建設工事 
・自家発電機設備設置工事 

(5) 太田地区 
・太田藪塚低区配水池配水区域か
ら太田強戸・西長岡への送水施
設整備 

・送水管布設工事 

(6) 太田地区 
・太田新田受水場配水区域から太
田尾島分水場配水区域への配水
施設整備 

・配水管布設工事 

(7) 太田地区 
・太田新田受水場配水区域から太
田西部配水場配水区域への連絡
管整備 

・連絡管布設工事 

(8) 太田地区 
・太田利根浄水場送水管から太田
尾島分水場配水区域への連絡管
整備 

・連絡管布設工事 
・減圧施設設置工事 

(9) 
B工区 
館林地区 

・館林第二浄水場と館林第三配水
場の融通施設整備（施工完了） 

・送水管布設工事 

(10) 
A工区 
館林地区 
板倉地区 

・館林第二浄水場配水区域から板
倉北浄水場への送水施設整備 

（2021年度に完了予定） 

・板倉北浄水場廃止工事 
・受水施設建設工事 
・送水管布設工事 

(11) 
C工区 
館林地区 
明和地区 

・館林第三配水場配水区域から明
和大輪浄水場配水区域への配水
施設整備 

・明和大輪浄水場廃止工事 
・送水管布設工事 
・各種施設建設工事 

(12) 
D工区 
太田地区 
大泉地区 

・太田金山配水池配水区域から大
泉第一浄水場への送水施設整備 

・大泉第一浄水場廃止工事 
・受水施設建設工事 
・送水管布設工事 

(13) 
E工区 
太田地区 
邑楽地区 

・太田渡良瀬浄水場の幹線から邑
楽中野浄水場への送水施設整備 

・邑楽中野浄水場 
浄水機能廃止工事 

・受水施設建設工事 
・送水管布設工事 

(14) 
F工区 
東部地域水道 
（千代田地区） 

・東部地域水道から千代田第五浄
水場への送水施設整備 

・送水管布設工事 
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表 ３-２ 垂直統合に伴う施設再構築に係る整備概要（３） 

項目 地区 事業概要 整備概要 

(15) 太田地区 
・太田第五水源地の廃止に係る工
事 

・地下水水源廃止工事 

(16) 板倉地区 
・板倉西配水場の受水量及び配水
量増加に伴う施設整備 

・配水池整備工事 
・配水ポンプ設備工事 

(17) 板倉地区 
・板倉岩田浄水場の廃止に伴う既
設撤去等工事 

・板倉岩田浄水場廃止工事 

(18) 板倉地区 
・板倉南浄水場の廃止に伴う既設
撤去等工事 

・板倉南浄水場廃止工事 

(19) 千代田地区 
・千代田第三浄水場の廃止に伴う
既設撤去等工事 

・千代田第三浄水場廃止工事 

(20) 千代田地区 
・千代田第四浄水場の機能変更に
伴う施設整備 

・浄水機能廃止工事 
・配水ポンプ設備工事 
・配水池・場内管路工事 
・送水管布設工事 

（第四から第三） 
・導水管布設工事 

（東部地域水道浄水場へ） 

(21) 千代田地区 
・千代田第一配水場の廃止に伴う
既設撤去等工事 

・配水場廃止工事 

(22) 大泉地区 
・大泉第二浄水場の配水場化に伴
う浄水機能廃止に係る工事 

・浄水機能廃止工事 

(23) 邑楽地区 
・邑楽第三浄水場の配水場化に伴
う浄水機能廃止に係る工事 

・浄水機能廃止工事 
・各種施設整備工事 

 

 

３－１－４．県営水道に係る新規事業 

新田山田水道及び東部地域水道で発生が見込まれている新規事業は次のとおりである。 

 

表 ３-３ 県営水道における今後の新規事業一覧 

項目 内容 

施設利用権 利根大堰耐震化工事負担金 
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図 ３-１ 水道施設配置概要図（2017（平成 29）年度末） 
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図 ３-２ 施設再構築計画概要図（2024年度） 
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３－２．再構築に係る概算事業費 

３－２－１．垂直統合に伴う施設再構築概算事業費 

垂直統合に伴う水道施設の再構築に係る概算事業費は 2024 年度までに約 132 億円である。 

 

表 ３-４ 再構築に係る施設整備の概算事業費（１） 
（税込み・億円） 

項目 地区 事業概要 整備概要 概算事業費 

(1) 
東部地域水道 
（浄水場） 

・浄水池の増設 ・浄水池の増設工事 7.83 

(2) 
東部地域水道 
（大泉地区） 

・東部地域水道から大泉第一浄
水場への送水施設整備 

・送水管布設工事 
・流量計設備設置工事 

9.86 

(3) 
東部地域水道 
（邑楽地区） 

・東部地域水道から邑楽中野浄
水場への送水施設整備 

・送水管布設工事 
・流量計設備設置工事 

5.62 

(4) 新田山田水道 
・増圧施設の建設、増圧施設の
自家発電機設備設置 

・増圧施設建設工事 
・自家発電機設備設置工事 

12.84 

(5) 太田地区 
・太田藪塚低区配水池配水区域
から太田強戸・西長岡への送
水施設整備 

・送水管布設工事 10.01 

(6) 太田地区 
・太田新田受水場配水区域から
太田尾島分水場配水区域への
配水施設整備 

・配水管布設工事 4.90 

(7) 太田地区 
・太田新田受水場配水区域から
太田西部配水場配水区域への
連絡管整備 

・連絡管布設工事 4.73 

(8) 太田地区 
・太田利根浄水場送水管から太
田尾島分水場配水区域への連
絡管整備 

・連絡管布設工事 
・減圧施設設置工事 

0.39 

(9) 
B工区 
館林地区 

・館林第二浄水場と館林第三配
水場の融通施設整備 

（施工完了） 
・送水管布設工事 6.14 

(10) 
A工区 
館林地区 
板倉地区 

・館林第二浄水場配水区域から
板倉北浄水場への送水施設整
備（2021年度に完了予定） 

・板倉北浄水場廃止工事 0.65 

・受水施設建設工事 7.02 

・送水管布設工事 0.63 
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表 ３-４ 再構築に係る施設整備の概算事業費（２） 
（税込み・億円） 

項目 地区 事業概要 整備概要 概算事業費 

(11) 
C工区 
館林地区 
明和地区 

・館林第三配水場配水区域から
明和大輪浄水場配水区域への
配水施設整備 

・明和大輪浄水場廃止工事 0.85 

・送水管布設工事 2.38 

・各種施設建設工事 0.33 

(12) 
D工区 
太田地区 
大泉地区 

・太田金山配水池配水区域から
大泉第一浄水場への送水施設
整備 

・大泉第一浄水場廃止工事 2.16 

・受水施設建設工事 2.40 

・送水管布設工事 9.94 

(13) 
E工区 
太田地区 
邑楽地区 

・太田渡良瀬浄水場の幹線から
邑楽中野浄水場への送水施設
整備 

・邑楽中野浄水場 
浄水機能廃止工事 

1.52 

・受水施設建設工事 1.68 

・送水管布設工事 4.32 

(14) 
F工区 
東部地域水道 
（千代田地区） 

・東部地域水道から千代田第五
浄水場への送水施設整備 

・送水管布設工事 2.64 

(15) 太田地区 
・太田第五水源地の廃止に係る
工事 

・地下水水源廃止工事 3.08 

(16) 板倉地区 
・板倉西配水場の受水量及び配
水量増加に伴う施設整備 

・配水池整備工事 
・配水ポンプ設備工事 

5.50 

(17) 板倉地区 
・板倉岩田浄水場の廃止に伴う
既設撤去等工事 

・板倉岩田浄水場廃止工事 0.77 

(18) 板倉地区 
・板倉南浄水場の廃止に伴う既
設撤去等工事 

・板倉南浄水場廃止工事 0.88 

(19) 千代田地区 
・千代田第三浄水場の廃止に伴
う既設撤去等工事 

・千代田第三浄水場 
廃止工事 

0.88 

(20) 千代田地区 
・千代田第四浄水場の機能変更
に伴う施設整備 

・浄水機能廃止工事 0.55 

・配水ポンプ設備工事 6.82 

・配水池・場内管路工事 3.74 

・送水管布設工事 
（第四から第三） 

0.31 

・導水管布設工事 
（東部地域水道浄水場へ） 

0.66 
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表 ３-４ 再構築に係る施設整備の概算事業費（３） 
（税込み・億円） 

項目 地区 事業概要 整備概要 概算事業費 

(21) 千代田地区 
・千代田第一配水場の廃止に伴
う既設撤去等工事 

・配水場廃止工事 0.66 

(22) 大泉地区 
・大泉第二浄水場の配水場化に
伴う浄水機能廃止に係る工事 

・浄水機能廃止工事 1.87 

(23) 邑楽地区 
・邑楽第三浄水場の配水場化に
伴う浄水機能廃止に係る工事 

・浄水機能廃止工事 1.54 

・各種施設整備工事 5.82 

  
 

合計 131.92 

 

３－２－２．非常時に対応するための施設整備費 

渇水や水質事故の非常時に備えるため、水源の確保や浄水処理施設の再整備が必要となる。垂

直統合を実施しない場合は各地区で施設整備が必要となり、垂直統合を実施する場合には東部地

域水道浄水場の施設整備が主体となることから、施設整備費は以下のとおりとなる。 

 

表 ３-５ 非常時に対応するための施設整備費（１） 
（税込み・億円） 

項目 地区 施設名 事業概要 
垂直統合を 

実施しない場合 

垂直統合を 

実施する場合 

(1) 
東部地域 
水道 

（再掲） 

東部地域水道 
浄水場 

・浄水池の増設 7.83 7.83 

(24) 
太田 
地区 

太田渡良瀬浄水場 
・地下水水源の開発 
・導水管布設 
・既設急速ろ過池の整備 

17.05 17.05 

(25) 
館林 
地区 

館林第三配水場 
・地下水水源の開発 
・導水管布設 
・浄水施設の整備 

62.76 － 

(26) 
板倉 
地区 

板倉岩田浄水場 
板倉西配水場 

・地下水水源の開発 
・導水管布設 
・浄水施設の整備 

60.96 － 

(27) 
明和 
地区 

明和南大島浄水場 
・地下水水源の開発 
・導水管布設 
・浄水施設の整備 

48.68 － 
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表 ３-５ 非常時に対応するための施設整備費（２） 
（税込み・億円） 

項目 地区 施設名 事業概要 
垂直統合を 

実施しない場合 

垂直統合を 

実施する場合 

(28) 
千代田 
地区 

千代田第三浄水場 
千代田第四浄水場 

・地下水水源の開発 
・導水管布設 
・浄水施設の整備 

53.27 － 

(29) 
大泉 
地区 

大泉第二浄水場 
・地下水水源の開発 
・導水管布設 
・浄水施設の整備 

62.53 － 

(30) 
邑楽 
地区 

邑楽第三浄水場 
・地下水水源の開発 
・導水管布設 
・浄水施設の整備 

66.88 － 

  
合計（東部地域水道浄水場整備費含む） 379.96 24.88 

  
合計（東部地域水道浄水場整備費含まない） 372.13 17.05 

 

 

３－２－３．既設施設更新及びその他施設の事業費 

2024 年度までに見込まれる既設水道施設の更新事業費及びその他施設に関する事業費は約

323 億円である。 

 

表 ３-６ 既設施設更新及びその他施設に関する事業費 
（億円） 

分類 概算事業費 

既設更新
対象 

施設 

土木 8.56 

建築 1.27 

設備 67.80 

管路 0.21 

計 77.84 

管路 老朽管(ACP) 194.31 

既設更新対象計 272.15 

その他 
管路（新設） 45.10 

営業設備（量水器） 5.27 

合計 322.52 
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３－２－４．県営水道に係る新規事業費 

新田山田水道及び東部地域水道で見込まれる新規事業に係る事業費は以下のとおりである。 

 

表 ３-７ 県営水道に係る新規事業費 
（単位：億円） 

項目 内容 概算事業費 

施設利用権 利根大堰耐震化工事負担金 0.25 

 合計 0.25 
 

なお、上記事業費は別途財政計算で計上する。 

 

 

３－２－５．概算事業費のまとめ 

垂直統合を実施する場合と実施しない場合の概算事業費は以下のとおりである。 

 

表 ３-８ 概算事業費の一覧 
（単位：億円） 

項目 
垂直統合を 
実施しない 

垂直統合を 
実施する 

再構築に係る事業費 53.98 131.92 

既設施設の更新事業費 334.46 322.52 

非常時対応施設整備費 372.13 17.05 

合計 760.57 471.49 
 

※「垂直統合を実施しない」場合の「再構築に係る事業費」は「群馬東部広域化基本計画」（平成 25 年 9 月）による。 

※「垂直統合を実施する」場合の「非常時対応施設整備費」は「太田渡良瀬浄水場整備事業」を計上。 

※東部地域水道の浄水池増設に係る費用は「再構築に係る事業費」に計上。 
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３－３．財政シミュレーション 

将来の水需要や施設統廃合を考慮して、垂直統合を行う場合（以下、垂直統合ケースとする）と垂

直統合を行わない場合（以下、単独ケースとする）を財政シミュレーションにより比較検討を行い、財

政面の効果を検証する。 

 

３－３－１．財政シミュレーションの条件 

この財政シミュレーションでは、群馬東部水道企業団、群馬県企業局新田山田水道及び東部地

域水道における、収益的収支、資本的収支、資金収支の 3 つについてシミュレーションを実施する。 

以下に、財政シミュレーションの条件を示す。 

 

１）垂直統合について 

 垂直統合ケースでは、垂直統合を 2020 年に実施するものとし、新田山田水道及び東部地域水

道が所有する資産、負債を引き継ぐものとする。 

 単独ケースにおける 2020 年以降の数値は、群馬東部水道企業団、新田山田水道、東部地域

水道の単独シミュレーションの合計値とする。 

 

２）水需要予測 

 将来の給水量は、2008～2017（平成 20～29）年度の過去 10 年間における実績を基に、時系列

傾向分析等の手法により、基本計画の目標年度である 2024 年度まで推計する。 

 

３）検討期間 

 2019（平成 31）年度から 2024 年度までの 6 年間とする。 

 

４）供給単価 

 2018（平成 30）年度予算の供給単価で将来一定とする。 

 収益的収支の損益が赤字となる年度、資金収支における資金残高がマイナスとなる年度を検

証する。 

 

５）将来値の設定 

 各財政項目の将来値は、基本的に 2016～2017（平成 28～29）年度の決算、2018（平成 30）年

度の予算を基に推計する。 

 長期前受金戻入、減価償却費など一部項目の将来値については、償却計算等の計算により算

出する。 

  



27 

 

 

 

６）概算事業費 

 群馬東部水道企業団における事業費は、３－２－５．概算事業費のまとめで整理した概算事業

費より各年度概算事業費を算定する。なお、既設施設の更新事業費は、2015（平成 27）年度か

ら 2024年度までの計画のため、2015（平成 27）年度から 2018（平成 30）年度までの過年度事業

費約 126 億円は控除する。これにより、垂直統合ケースの概算事業費の合計値は 1 年あたり約

58 億円、単独ケースの概算事業費の合計値は 1 年あたり約 106 億円となる。 

 県営水道の新規事業費については、2019 年度から 2024 年度の 6 年間で実施するものとして、

1 年あたりの概算事業費を算定し、東部地域水道の概算更新事業費に別途計上する。 

 新田山田水道及び東部地域水道における事業費は、固定資産台帳を基に将来の更新事業費

を算定する。なお、更新基準については、法定耐用年数を 1.5 倍した実使用年数を設定する。

これにより、新田山田水道の概算事業費は 1年あたり約 6億円、東部地域水道の新規事業費を

含めた概算事業費は 1 年あたり約 10 億円となる。 

 

７）財源について 

 国庫補助金は、2024 年度までの申請値が満額交付されるものと想定する。 

 企業債の起債額は、償還金を上回らないように設定し、企業債残高の減少に努める。 

 単独ケースにおける企業債については、比較のため、垂直統合ケースと同様の起債額とする。 

 

３－３－２．財政シミュレーション結果の比較 

 損益の比較では、垂直統合ケースは 2024 年時点でプラス約 13 億円、単独ケースは 2024 年時

点でプラス約 12 億円となり、垂直統合により約 1 億円の収支改善が見込まれる。 

 

図 ３-３ 各ケースの損益の比較 
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 資金残高の比較では、2018（平成 30）年度の資金残高がプラス約 47億円であるのに対して、

垂直統合ケースにおける資金残高は 2024 年時点でプラス約 4 億円、単独ケースにおける

資金残高は 2024年時点でマイナス約 285億円となる。垂直統合を実施することで資金残高

は減少するものの、その減少幅を圧縮することができる。 

 

図 ３-４ 各ケースにおける資金残高の比較 

 

 垂直統合に伴い新田山田水道及び東部地域水道分の企業債残高が増加するが、群馬東部水

道企業団本来の企業債残高は、2015（平成 27）年度の水平統合前の構成団体残高合計約 242

億円から約 230 億円まで減少する。 

 

図 ３-５ 垂直統合ケースにおける企業債残高の推移 

（単独ケースも同様のため省略） 
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４．まとめ 

この「基本構想」は、群馬東部水道企業団末端給水事業と群馬県企業局新田山田水道用水供給

事業及び東部地域水道用水供給事業との垂直統合における基本方針を定めたものであり、水源の

有効活用、水運用の効率化と高度化、コスト縮減等の視点から検討を行い、施設整備計画及び財

政計画について概略的にとりまとめたものである。 

以下に、垂直統合を実施した場合の効果（メリット）及び検討課題について示す。 

 

 垂直統合に伴う施設再構築により、2024 年度までに水道施設 6 施設を廃止、浄水場 6 施設を

配水場化することができ、薬品費や電力費などの維持管理費、更新費等を削減することができ

る。 

 群馬東部水道企業団における 2024 年までの概算事業費を比較した場合、垂直統合を実施し

ない場合は約 761 億円、垂直統合を実施する場合は約 471 億円となり、事業費を大幅に削減

することができる。 

 財政シミュレーションの結果より、垂直統合を実施した場合の損益は 2024 年時点でプラス約 13

億円、垂直統合を実施しない場合の損益は 2024 年時点でプラス約 12 億円となり、垂直統合に

より約 1 億円の収支改善が見込まれる。また、垂直統合を実施することで資金残高は減少する

ものの、その減少幅を圧縮することができる。 

 垂直統合によって収支は改善されるが、資金残高の減少は避けられない。浄水水質の更なる

改善のための高度浄水処理導入、より安定した給水体制の構築に向けた送水の二重化、老朽

化が進む施設の更新など、2025 年度以降の事業に対する財源確保のために料金改定を検討

する必要がある。 
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